
 

 

 

 

第 6８期 決 算 公 告 
 

 

2026年 6 月 10日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

新潟県上越市大字石沢字外新田 1423-1 

株式会社 ナ ル ス 

 



－2－ 

貸借対照表 
(2026 年 3 月 31 日現在)                                            

                                     （単位：円） 

  科目 金額   科目 金額 

資産の部   負債の部   

 流動資産 4,856,710,610   流動負債 2,614,235,650 

  現金及び預金           3,674,704,271   買掛金 1,137,886,336 

  売掛金 383,671,557   リース債務 24,219,510 

  リース投資資産 41,215,471   未払費用 658,681,549 

  商品 448,296,764   未払金 169,269,000 

  貯蔵品 10,077,077  未払法人税等 254,621,400 

  前払費用 64,869,608  未払消費税等 148,931,100 

  未収入金 211,776,558  前受金 26,676,786 

  立替金 22,099,304   預り金 6,417,987 

 固定資産 6,725,899,283   賞与引当金 177,331,982 

  有形固定資産 6,045,936,388   役員賞与引当金 10,200,000 

  建物 3,241,882,991   固定負債 702,857,033 

  構築物 248,880,727   リース債務 41,673,056 

  機械及び装置 156   資産除去債務 328,683,987 

  車輌運搬具 3   預り敷金・保証金 332,499,990 

  工具、器具及び備品 184,814,944 負  債  合  計 3,317,092,683 

  リース資産 41,269,843 純資産の部   

  土地 2,329,087,724   株主資本 8,211,026,628 

  無形固定資産 75,425,547   資本金 450,000,000 

  借地権 67,480,918   資本剰余金 433,690,850 

  電話加入権 4,001,229   資本準備金 433,690,850 

  ソフトウエア 3,943,400  利益剰余金 7,327,335,778 

  投資その他の資産 604,537,348   利益準備金 159,639,213 

  投資有価証券 120,416,733        その他の利益剰余金 7,167,696,565 

  出資金 760,001          繰越利益剰余金 7,167,696,565 

  長期前払費用 13,702,934   評価・換算差額等 54,490,582 

  敷金 149,700,750  その他有価証券評価差額金 54,490,582 

  差入保証金 90,921,404     

  繰延税金資産 229,035,526 純  資  産  合  計 8,265,517,210 

資  産  合  計 11,582,609,893 負 債 純 資 産 合 計 11,582,609,893 
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損益計算書 
自 2025 年 4 月  1 日 

至 2026 年 3 月 31 日 

   （単位：円） 

  科   目 金   額 

売上高     25,629,885,274 

売上原価     

  商品期首棚卸高 426,955,537   

  当期商品仕入高 18,020,200,532   

  合計 18,447,156,069   

  商品期末棚卸高 448,296,764 17,998,859,305 

  売上総利益   7,631,025,969 

営業収入   521,811,105 

営業原価   7,920,873 

  営業総利益   8,144,916,201 

販売費及び一般管理費     6,642,332,867 

営業利益     1,502,583,334 

営業外収益     

  受取利息配当金 14,008,378   

  その他 59,352,950 73,361,328 

営業外費用     

  支払利息 1,890,411 1,890,411 

経常利益   1,574,054,251 

特別損失     

  固定資産除却損 736,731 736,731 

税引前当期利益   1,573,317,520 

  法人税、住民税及び事業税 399,306,566   

  法人税等調整額 37,878,200 437,184,766 

当期純利益     1,136,132,754 
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当期首残高 450,000,000 433,690,850 433,690,850 159,639,213 6,806,509,003 6,966,148,216

事業年度中の変動額

  剰余金の配当 0 △ 774,945,192 △ 774,945,192

   当期純利益 0 1,136,132,754 1,136,132,754

   株主資本以外の項目の事業
   年度中の変動額（純額）

0 0

事業年度中の変動額  合計 0 0 0 0 361,187,562 361,187,562

当期末残高 450,000,000 433,690,850 433,690,850 159,639,213 7,167,696,565 7,327,335,778

株主資本

当期首残高 7,849,839,066 32,634,463 32,634,463

事業年度中の変動額

  剰余金の配当 △ 774,945,192 0 △ 774,945,192

   当期純利益 1,136,132,754 0

   株主資本以外の項目の事業
   年度中の変動額（純額）

0 21,856,119 21,856,119

事業年度中の変動額  合計 361,187,562 21,856,119 21,856,119

当期末残高 8,211,026,628 54,490,582 54,490,582

7,882,473,529

1,136,132,754

21,856,119

383,043,681

8,265,517,210

利益準備金
繰越利益
剰余金

利益剰余金
　合計

項　　目

評価・換算差額等

純資産合計
株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

株主資本等変動計算書

（2025年4月 1日　から　2026年3月31日まで）

（単位：円）

項　　　目

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

  合計
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1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外  

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原 

価は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等 

主として移動平均法による原価法 

 

②棚卸資産 

ⅰ店舗在庫商品    売価還元法による原価法（貸借対照表価額については収益性 

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

ⅱ物流センター在庫商品  

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収 

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

ⅲ貯蔵品      最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収 

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産        定率法 

(リース資産を除く)    ただし、1998年 4月 1日以降取得した建物（建物附属設備

は除く）並びに 2016年 4月 1日以降取得した建物附属設備

及び構築物については定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 

建物         2年～34年 

構築物        3年～50年 

機械及び装置     2年～9年 

車輌運搬具      2年 

工具、器具及び備品  2年～20年 

 

②無形固定資産      定額法、ただし自社利用ソフトウェアについては、社内にお 

 (リース資産を除く)     ける利用可能期間（5年）に基づく定額法 

③リース資産      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

④長期前払費用    定額法 

 

(3) 引当金の計上基準 

①貸倒引当金      債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒れ懸念債権等の特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

②役員賞与引当金   役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額

に基づき計上しております。 

③賞与引当金      従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づいて計

上しております。 
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(4) 重要な収益及び費用の計上基準 

① 約束した財又はサービスに係る収益及び費用の計上基準 

当社はスーパーマーケット事業を主体とし、スーパーマーケットの店頭で各種 

商品の販売又はサービスの提供を行っております。 

スーパーマーケット事業では、主に当社店舗の店頭で商品を販売しており、履 

行業務の内容としての顧客に移転することを約束した財又はサービスは、生鮮食 

品、一般食品、その他の商品及び製品（以下、これらを総称して「商品」といいま 

す。）であります。 

これらの商品は、顧客から店内の精算所で対価を受け取ると同時に、顧客は商 

品に対する支配を獲得し、当社の履行義務は充足されます。また、支配が顧客に 

移転した時点で当該商品と交換に受け取ると見込まれる金額により収益を認識し 

ております。 

なお、顧客に対する財又はサービスの提供における当社の役割が代理人と判断 

される取引については、顧客から受け取る対価の総額から仕入先へ支払う対価の 

総額を控除した純額で収益を認識しております。 

また、顧客に支払う対価について、当社から顧客へ提供する財又はサービスと 

  一体の取引と判断されるものについては、顧客から受け取る対価の総額から当該 

費用を控除した純額で収益を認識しております。 

    ② 自社発行商品券に係る収益認識 

     自社が発行する商品券について、商品券を発行した時点で将来顧客に自社の商 

品を引き渡す履行義務を負っており、該当商品券が使用された時点で履行義務が

充足されます。なお、該当商品券には有効期限がないため、取引価格の履行義務

への配分は、独立販売価格に基づき行っており、未使用の当該商品券については、

顧客が使用する可能性が極めて低くなった時点で収益を認識しております。 

    ③ ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準 

     リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

 

2.  会計方針の変更に関する注記 

  該当事項はありません。 

 

3. 貸借対照表等に関する注記 

（1）有形固定資産の減価償却累計額   7,619,167,290円 

（2）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

①短期金銭債権 3,825,124円 

②短期金銭債務 30,709,225円 

 

4. 損益計算書に関する注記 

（1）顧客との契約から生じる収益 

      顧客との契約から生じる収益        25,792,584,647円 

        その他の収益                359,111,732円 

        外部顧客への売上高合計        26,151,696,379円 

(注)「その他の収益」は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13号） 

の適用範囲に含まれるリース取引（動産及び不動産の賃貸収入）であります。 

 

（2）関係会社との取引高 

①営業取引による取引高 

販売費及び一般管理費 63,429,281円 

②営業取引以外の取引による取引高（収入分） 9,403,168円 
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5. 株主資本等変動計算書の注記 

（1）当事業年度末における発行済株式の総数 

普通株式 2,226,854株  

 

(2) 剰余金の配当に関する事項 

①配当金支払額 

2025 年 6 月 10 日開催の第 67 期定時株主総会において次のとおり決議しておりま

す。 

株式の種類  普通株式 

配当金の総額    153,652,926円 

１株当たり配当額     69円 

基準日  2025年 3月31日 

効力発生日  2025年 6月11日 

2025年 11月 11 日開催の取締役会において、次のように決議しております。 

株式の種類  普通株式 

配当金の総額    621,292,266円 

１株当たり配当額     279円 

基準日  2025年 9月30日 

効力発生日  2025年11月12日 

 

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの 

2026 年 6 月 9 日開催の第 68 期定時株主総会において次のとおり付議いたします。 

株式の種類  普通株式 

配当金の総額    521,083,836円 

配当の原資                    利益剰余金 

１株当たり配当額     234円 

基準日  2026年 3月31日 

効力発生日  2026年 6月10日 

 

6.  税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

   繰延税金資産 

     資産除去債務                   103,206,772円 

     賞与引当金                                       55,682,242円 

     減損損失                    115,585,561円 

     その他                      35,031,633円    

      繰延税金資産計                309,506,208円 

     評価性引当額                  △22,283,263円    

      評価性引当額計                △22,283,263円       

      繰延税金資産合計               287,222,945円    

 

   繰延税金負債 

     その他有価証券評価差額金            △24,941,754円 

     資産除去費用                  △30,523,894円 

     その他                     △2,721,771円    

      繰延税金負債合計               △58,187,419円    

       差引：繰延税金資産の純額          229,035,526円 
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7． リースにより使用する不動産に関する注記 

  重要性がないため記載を省略しております。 

 

8． 金融商品に関する注記 

  重要性がないため記載を省略しております。 

 

9． 賃貸等不動産に関する注記 

  重要性がないため記載を省略しております。 

 

10. 収益認識に関する注記 

  収益を理解するための基準となる情報については、重要な会計方針に記載のとおりで

あります。 

 

11. 関連当事者との取引に関する注記 

（1）親会社及び法人主要株主等 

 (注)１ 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

２ 資金の貸付は、資金繰りの状況をもとに取締役会で決定した枠内で規程に基づき 

実行しております。また、利息につきましては、一般に公表される市場金利を参

考に決定しております。 

 

 

(2）兄弟会社等 

属性 
会社等 

の名称 

資本金 

（円） 

事業

の 

内容 

議決権の所有 

(被所有）割合 

（％） 

関連当

事者と

の関係 

取引の内容 
取引金額 

（円） 
科目 

期末残高 

（円） 

親会

社の

子会

社 

原信ナル

スオペレ

ーション

サービス

㈱ 

 

100,000,000 

 

各 種

商 品

の 卸

売 

― 

役員の 

兼任 

12 名 

商品の仕入 16,388,398,032 買掛金 1,001,935,879 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

    価格その他取引条件は、市場価格を基本に定めております。 

   

12. 1株当たり情報に関する注記 

1株当たり純資産額                      3,711円 75銭 

（注）算定上の基礎 

純資産の部の合計額 8,265,517,210円 

純資産の部の合計額から控除する金額 ― 

普通株式に係る純資産 8,265,517,210円 

普通株式の発行済株式数 2,226,854株 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数 2,226,854株 

種類 
会社等 

の名称 

資本金 

（円） 

事業

の 

内容 

議決権の所有 

(被所有) 割合 

（％） 

関連当

事者と

の関係 

取引の内容 
取引金額 

（円） 
科目 

期末残高 

（円） 

親 

会 

社 

アクシアル 

リテイリン

グ(株) 

3,159,712,610 
持株

会社 

（被所有） 

直接 100.0 

役員の

兼任 

6 名 

資金の貸付 

 

1,000,000,000 

  

短期貸付金 0 

利息の受取 9,403,168     ― ―              
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1株当たり当期純利益                                         510円 20銭 

   （注）算定上の基礎 

当期純利益 1,136,132,754円 

普通株主に帰属しない金額 ― 

普通株式に係る当期純利益 1,136,132,754円 

１株当たり当期純利益金額の算定に用いられた 

普通株式の期中平均株式数 
2,226,854株 

 

13.  重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 


